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2L04 東アジア N I E s の技術 特ィヒ ，技術集中度とイノベーション 
一台湾・韓国の 此 較 研究 一 

0 宮城和宏 ( 北九州市立大 ) 

1 . はじめに 

台湾、 韓国は同じ東アジア NIEs の一員として、 かつての労働集約的な 経済から資本集約的、 そして近年 

は 技術・知識集約的な 経済へと目覚しい 発展を遂げてきた。 それにもかかわらず、 両国の技術特化のパター 

ンやイノベーションの 実態について 特許等を利用した 分析は非常に 限られている。 また数少ない 先行研究に 

おける分析期間は、 NBER のデータ・べ ー スを用いているため 1999 年までに限定されており、 それ以降の 

変化をフォロ ー していない。 本報告では、 独自に米国特許商標庁 (USPTO) のデータを 2003 年まで延長、 

集計した上で、 近年の台湾、 韓国における 技術特化パターンや 技術イノベーションの 実態についての 比較分 

析を試みる。 分析結果より、 両者の技術特化や 技術集中度に 関するパターンは 必ずしも同じではないこと、 

両国における 技術イノベーションの 主体は大きく 異なること等が 明らかとなった。 

2. 技術のアウトプット : マクロレベルでの 国際比較 

(1) 台湾・韓国特許件数の 時系列での推移 

台湾、 韓国の USPTO に登録特許件数の 伸びが本格化したのは 1980 年代後半以降であ る。 両国の USPTO 

への登録件数が 初めて 2 桁 台 になった 1975 年以降の年平均成長率をみると、 1975 一 79 年の台湾、 韓国の同 

率はそれぞれ 13.37%  、 一 21.25% 、 1980 一 89 年はそれぞれ 27.8% 、 39.4% 、 1990 一 99 年 は それぞれ 19.7% 、 

35.92% 、 2000 一 2003 年はそれぞれ 4.32%  、 5.97%  となっている。 データが公表されている 1963 年から 2003 

年 までの特許登録の 累計件数でみると 台湾が 4 万 746 件、 韓国が 2 万 9437 件となっており、 台湾 は 韓国の 

1.38 倍になっている。 

一方、 両国の USPTO 全特許件数におけるランク、 比率については、 1980 年に台湾、 韓国はそれぞれ 21 

位 (0 ． 11%) 、 37 位 (0 ． 01%) にすぎなかったが、 1990 年には台湾 11 位 (0 ， 81%) 、 韓国 17 位 (0,25%) 、 

2000 年には台湾 4 位 (2.96%) 、 韓国 8 位 (2.10%) 、 そして 2003 年には台湾 4 位 (3.13%) 、 韓国 5 位 (2.33%) 

を占めるまでになった。 1963 一 2003 年の累計件数でみると 台湾、 韓国のランク、 シェアはそれぞれ 8 位 

(1.14%) 、 12 位 (0.82%) であ り、 技術蓄積という 面でも両国が 健闘していることが 伺える。 

さらに、 特許の生産性については、 2003 年における台湾の 100 万人当たり特許件数は 234.42 で世界第 3 

位であ る。 一方、 韓国の値 は 82.68 で 12 位となっている。 つまり、 特許の生産性でみれば 台湾が韓国を 大き 

く凌いでいる。 

最後に、 WorldEconomicForum が発表している 技術インデックスをみると、 台湾は第 2 位、 日本 3 位、 

韓国 9 位、 シンガポール 11 位となっている。 100 万人当たり特許件数の 場合と同様、 台湾は 2 位にランク さ 

れている一方、 韓国は若干、 順位を上げていることがわかる (12 位から 9 位へ ) 。 ただし、 技術インデック 

スは 特許等のハードデータに 加えて、 サーベイデータ ( 例えば、 技術リード、 企業レベルでの 技術吸収力、 

R&D 支出、 産学連携等に 関して 1 から 7 で評価 ) を多用しているため 各指標は主観的なものにならざるを 
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得ない点に注意が 必要であ る。 つまり、 各指標のスコアは 各国の人々の 主観が大きく 反映されたものであ り   

必ずしも正確な 実態を反映したものとはいえない。 

3. 技術特化とイノベーション・システム : 部門レベルでの 比較 

3.1. 台湾・韓国の 技術構造 

USPTO の特許分類システムは、 約 400 の 3 桁の特許クラスと 120,000 を超える特許サブクラスから 成 

る。 技術特化の分析に 際しては、 約 400 の 3 桁の特許クラスを Hall,J ㎡ 掩 and ℡ anjtengerg (2001) の 分 

類を参考にまず 36 の 2 桁の技術サブカテゴリ 一に、 次いで 6 カテゴリ一に 集計した。 

技術を 6 カテゴリー、 化学物質、 コンピュータ・ 通信、 薬剤・医療、 電気・電子、 機械、 その他の特許 数 

の 全体に占めるシェアを 1999 一 2003 年の期間について 台湾、 韓国についてみると 以下のようになる。 台湾 

でほ化学物質 (7%) 、 コンピュータ・ 通信 (10.1%) 、 薬剤・医療 (2.3%) 、 電気・電子 (42%) 、 機械 (17.5%) 、 

その他 (21.2%) となっているのに 対し、 韓国ではそれぞれ 化学物質 (12.4%) 、 コンピュータ・ 通信 (29.2%) 、 

薬剤・医療 (3.2%) 、 電気・電子 (35.1%) 、 機械 (11.6%) 、 その他 (8.5%) となっている。 台湾の特許が 電 

気 ・電子に大きく 偏っているのに 対し、 韓国は主に電気・ 電子とコンピュータ・ 通信に分散している。 

一般的に、 発展途上国ほど 技術イノベーションが 特定の領域に 限定されており、 先進国になればなるほど 

その技術領域は 拡大していくものと 考えられる。 以下では、 台湾と韓国の 特許でみた技術集中度を 比較する 

ために、 産業組織論でよく 利用される産業集中度を 測る指標であ るハーフィンダール 指数 (HHI) 、 より一般 

的な不偏ハーフィンダール 指数 (UBHHI) を 1999 一 2003 年の期間で特許データに 援用した。 それぞれは以 

下のように定義される。 

  
ひ刀 HHI 刀ヰ 

M  *HHIi 一 l 

M  一 1 

HHIi: あ る国 i) のハーフィンダール 指数 

Ni: あ る国の全特許 数 

Ⅵ ト あ る国の う クラスの特許 数 

UBHHIi: あ る国の不偏 HHI 

36 部門でみた、 台湾、 韓国における HHI と UBHHI の結果より、 USPTO における特許取得の 技術 集 

中度は韓国よりも 台湾において 高いことがわかった ( 表 省略 ) 。 つまり、 台湾が USPTO で取得した特許は 韓 

国よりも限定的な 技術分野であ り、 韓国の技術開発領域は 台湾よりも拡大している。 

3.2.  RTA 指数にみる台湾・ 韓国の技術特化 

貿易における 特化を数値でみるための 指標として顕示比較優位指数 (RCAindex) があ る。 ここでは、 そ 
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れを技術面に 応用した顕示技術優位指数 (RTAindex) を用いて台湾、 韓国の技術の 部門特化の実態について 

比較した。 RTA 指数 は 、 技術クラス j の世界特許数に 占める五国の 同技術クラス 特許 数の シェアに対する 世 

界 の全特許数に 占める上国全特許 数の シェアとして 示され、 以下のように 定義される。 

R ℡ りヰ 
ぶ " 
  

RT 曲 J:i 国の技術クラス ) の技術優位 

n 。 :USPTO に登録された 技術クラスⅠにおける 五国の特許 数 

ここで、 RTA@ ノ 1 の場合、 あ る技術クラス (j) におけるあ る国 (i) の相対的強度あ るいは特化を 、 0 ミ 

RTA く l の場合は相対的弱さあ るいは特化していないことを 意味する。 この指標を通じて、 台湾、 韓国の部 

門間の技術特化の 程度 ( 強弱 ) が明らかになる。 

1980 一 84 年、 1990 一 1994 年、 2000 一 2003 年の 8 期間に関して、 台湾、 韓国の RTA を 6 部門で分析し 

た 結果、 台湾、 韓国の技術優位、 劣位は以下のようであ った。 まず台湾の 2000 一 2003 年における技術優位 

は電気・電子、 その他、 機械の順に高く、 化学物質、 コンピュータ・ 通信、 薬剤・医療分野 は 弱い。 一方、 

韓国の同期間における 技術優位は電気・ 電子、 コンピュータ・ 通信の順に高く、 それ以外の化学物質、 薬剤   

医療、 機械、 その他の分野は 弱い。 

次に、 台湾、 韓国が相対的な 技術優位を有する 分野について 細分類の 36 部門から、 より詳細に RTA を 

考察した結果は、 以下のようであ った。 ①台湾が相対的な 技術優位を有する 電気・電子の 中でも、 2000 一 2003 

年において技術優位を 有しているのは、 RTA が高い順に半導体素子、 電気装置、 電気照明、 発電システムと 

なっている。 ②台湾のその 他についてほ、 家具・家庭用取り 付け 品 、 アパレルと織物、 娯楽装置、 加熱、 容 

器 となっている。 ③台湾の機械については、 材料加工と操作、 種々の機械のみで 優位があ り、 それ以外の金 

属加工、 モーター・エンジンと 部品、 光学、 輸送では優位がない。 ④韓国が最も 高い相対的な 技術優位を有 

する電気・電子の 中でも、 2000 一 2003 年において技術優位を 有しているのは、 RTA が高い順に半導体素子、 

種々の電気関係、 電気照明、 電気装置となっている。 一方、 同じ電気・電子分野でも 測定と試験、 原子と X 

線 技術、 発電システムに 技術優位はない。 ⑤韓国で次に 高い RTA を有するコンピュータ・ 通信に関しては、 

情報記憶が最も 高く 、 次いでコンピュータ 周辺機器、 通信の順になっている。 同分野の中では 唯一、 コンピ 

ユータ ハードウェア・ソフトウェアが 0 ． 77 で競争力が弱い。 ちなみに、 台湾の同分野における RTA は全て 

RTA く l となっており、 台湾のコンピュータ 製造面での優位と 相反している。 

圭 技術特化のトレンド 
2000 一 2003 年に USPTO に登録された 全特許件数の 年平均成長率を 高い順に 10 位まで示すことにより、 

世界的な技術イノベーションの 動向をみることができる。 さらに、 これを台湾、 韓国における RTA ノ l の 分 

野の順位を比較することにより、 台湾の技術特化のトレンドと 世界的な技術イノベーションのトレンドとの 

類似あ るいは相違をみることができる。 
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2000 一 2003 年において USPTO に登録された 世界の特許件数の 年平均成長率が 最も高かったのは、 原子 

と X 線技術、 次いで電気照明、 測定と試験、 半導体素子、 娯楽装置、 コンピュータハードウェア・ソフトウ 

エ ア、 ガス、 通信、 医学と医療器具、 コンピュータ 周辺機器であ った。 台湾において RTA ノ l の分野で USPTO 

登録特許件数の 成長率ベスト 10 に入っている 分野は半導体素子、 電気照明、 娯楽装置の 3 分野であ る。 一方、 

韓国では半導体素子、 電気照明、 コンピュータ 周辺機器、 通信の 4 分野が同成長率ベスト 10 に入っている。 

半導体素子と 電気照明が両国に 共通の技術特化分野かつ 世界的な成長分野に 合致していることがわかる。 一 

方 、 娯楽装置に関しては 台湾、 コンピュータ 周辺機器、 通信に関しては 韓国が技術特化しており 世界的にも 

成長率の高い 分野であ る。 

3.4. イノベーションの 主体 

最後に、 USPTO における両国の 特許取得の主体について 明らかにする。 1999 一 2003 年までの期間につ 

いて、 USPTO 資料より特許の 取得主体を個人、 企業グループ、 外資、 公的研究機関、 その他企業、 特許件数 

が 4 件以下の企業に 分類した上で 計算すると以下のような 特徴がみられる。 まず台湾についてほ、 個人が 

37.31% 、 企業グループ 0 ． 95% 、 外資 0.74% 、 公的研究機関 6,25% 、 その他の企業 44.76% 、 4 件以下の企業 

¥Q% となる。 一方、 韓国については、 個人が 6.27% 、 企業グループ 70.65% 、 外資 2.9% 、 公的研究機関 6.8% 、 

その他企業 6.58% 、 4 件以下の企業 6.81% 。 以上より、 ①台湾の個人比率が 高い一方で韓国の 同比率は極端 

に 低いことがわかる (37.31% 村 6.27%) 。 ②韓国の企業グループ 比率が 70.65% と圧倒的であ るのに対し台 

湾の同比率は 0 ， 95% にすぎない。 ③韓国の技術イノベーションの 多くが企業グループを 中心に行われている 

ことがわかる。 ちなみに、 企業グループの 中でもサムスン・グループの 全体に占める 比率は 42.12% に達し、 

一つの企業グループのみで 韓国全体の半分近くの 特許を取得していることになる。 対照的に、 台湾は個人、 

企業グループ 以外の企業の 比率が 8 割を超えており、 中小企業主体の 経済構造を反映していることがわかる。 

4. 結び 

以上、 分析結果より、 両者の技術特化や 技術集中度に 関するパターンは 必ずしも同じではないこと、 両国 

における技術イノベーションの 主体は大きく 異なること等が 明らかとなった。 今後の課題として 以下の点を 

指摘できる。 ①特許の質的側面、 国際的な技術拡散を 特許引用情報、 技術貿易収支等より 行うこと。 ②両国 

の 技術特化を踏まえた 上での、 イノベーション 政策についての 政策的インプリケーション。 ③個々の産業に 

ついての詳細な 分析。 ④対象国を拡張した 上での東アジアの 技術面での国際分業の 実態を明らかにすること。 
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